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経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率】
（人件費）
「那珂市財政健全化プラン」に基づく職員数の削減（25人（4.9％）削減）等の取組みにより職員給が減少したことで、前年度に比べ0.3ポイント低下したが、依然類似団体平
均を上回っている。今後も引き続き、職員数の削減など行財政改革への取組みを推進して、人件費の削減を図る。
（物件費）
公共施設の地デジ化対策等に国の経済対策である地域活性化交付金等を積極的に活用するとともに、施設管理経費の見直しなどを進めることで、物件費に係る経常経
費充当一般財源等が減少したことにより、前年度に比べ1.0ポイント低下し、類似団体平均を下回った。今後とも、民間委託等の推進のほか、指定管理者制度の活用、委託
事業内容の検証・施設管理経費の見直し等を通し、経費の削減を図る。
（扶助費）
自立支援サービス給付事業の増などにより、前年度に比べ0.1ポイント上昇した。例年、類似団体平均を下回っているが、今後も扶助費は増加傾向が続くと見込まれるた
め、自立等に向けた支援をあわせて実施するとともに、制度の適正な運用を図る。
（公債費）
償還額の大きい平成4年度、平成5年度の総合公園整備事業に係る借入償還が終了したことなどにより償還利子や繰上げ償還実施分を除く償還元金が減少したことに加
え、歳入面で臨時財政対策債が281百万円増加したため、前年度に比べ.2.1ポイント低下し、類似団体平均を大きく下回っている。今後も、市債発行の抑制に引き続き取り
組むとともに、後年度の公債費の推移を考慮した償還条件を設定し、公債費の抑制を図る。
（補助費等）
那珂市社会福祉協議会に対する運営費補助金の減などにより、経常経費充当一般財源等が減少する一方で、歳入面で臨時財政対策債が281百万円増加したため、前
年度に比べ0.3ポイント低下した。類似団体平均を下回っており、補助金審議会の委員に外部委員を登用し各種団体に対する補助の再検討などを通して、今後も補助費等
の抑制に努めていく。
（その他）
療養給付費の増による後期高齢者医療特別会計への繰出金の増などにより、前年度に比べ2.1ポイント上昇し、引き続き類似団体平均を上回った。今後も下水道事業
や農業集落排水整備事業の公営企業債償還により繰出金が高水準で推移することが見込まれるため、公営企業の事業内容を精査し、繰出金の抑制に努める。
【人件費及び人件費に準ずる費用】
賃金（物件費）が若干増加する一方で、職員給の減により人件費及び公営企業等に対する繰出し（補助費等）などが減少したため、前年度に比べ人口1人あたり2,013円
減少している。賃金（物件費）の人口1人あたり決算額は、保育所・学童保育所・幼稚園・給食センターなどで臨時職員を多く雇用しているため、類似団体平均を大きく上
回ったが、一部事務組合負担金（補助費等）などが類似団体平均を下回ったために、全体としては類似団体平均を下回った。今後は、事務事業の見直しを通し、定員適正
化計画に基づく職員数の削減とあわせ、嘱託職員の見直しを図ることにより、人件費及び人件費に準ずる費用の抑制に努める。
【公債費及び公債費に準ずる費用】
公債費充当一般財源等額の減少などにより、前年度に比べ人口1人あたり4,611円減少し、類似団体平均を下回った。しかし、公営企業債の償還の財源に充てたと認めら
れる繰入金が、公営企業債の償還計画により今後も高水準で推移することが見込まれるため、市債発行の抑制に引き続き取り組むとともに、公営企業の事業内容を精査
し、一般会計繰出金の抑制を図る。

【普通建設事業費】
平成17年度は図書館等建設事業の実施に伴い普通建設事業費が増加していたが、その後は類似団体平均を下回った。また、前年度に比べ1,056円減少している。今後
は、市税や地方交付税の減少が見込まれる一方で、扶助費などの義務的経費が増加しているため、引き続き普通建設事業費の抑制を図る。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 4,116,322 73,362 74,514 ▲ 1.5
賃金（物件費） 288,096 5,134 4,084 25.7
一部事務組合負担金（補助費等） 68,393 1,219 6,464 ▲ 81.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 17,296 308 876 ▲ 64.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 6 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 105,603 1,882 3,111 ▲ 39.5
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 69,150 1,232 1,634 ▲ 24.6
▲退職金 ▲ 468,439 ▲ 8,349 ▲ 9,216 ▲ 9.4
合計 4,196,421 74,789 81,473 ▲ 8.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.98 7.95 0.03
ラスパイレス指数 97.2 97.8 ▲ 0.6

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

1,952,045 34,790 49,923 ▲ 30.3

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 36 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 880,666 15,695 13,517 16.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

82,175 1,465 3,931 ▲ 62.7

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 1,765 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 26 -

▲特定財源の額 ▲ 383,598 ▲ 6,837 ▲ 5,190 31.7
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,324,481 ▲ 23,605 ▲ 37,153 ▲ 36.5

合計 1,206,807 21,508 26,854 ▲ 19.9

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 茨城県 那珂市

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

3,303,609 58,369 16.3 59,039 ▲ 1.6 17.9

うち単独分 2,725,623 48,157 11.2 34,986 ▲ 0.4 11.6

2,566,817 45,436 ▲ 22.2 52,453 ▲ 11.2 ▲ 11.0

うち単独分 1,785,360 31,603 ▲ 34.4 30,509 ▲ 12.8 ▲ 21.6

2,222,424 39,382 ▲ 13.3 48,408 ▲ 7.7 ▲ 5.6

うち単独分 1,539,430 27,279 ▲ 13.7 26,937 ▲ 11.7 ▲ 2.0

2,063,765 36,682 ▲ 6.9 49,774 2.8 ▲ 9.7

うち単独分 1,452,063 25,809 ▲ 5.4 26,739 ▲ 0.7 ▲ 4.7

1,998,949 35,626 ▲ 2.9 58,009 16.5 ▲ 19.4

うち単独分 1,068,592 19,045 ▲ 26.2 32,190 20.4 ▲ 46.6

過去５年間平均 2,431,113 43,099 ▲ 5.8 53,537 ▲ 0.2 ▲ 5.6

うち単独分 1,714,214 30,379 ▲ 13.7 30,272 ▲ 1.0 ▲ 12.7
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